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論　　説

コ・ブランド戦略に潜むリスク

　抄　録　ブランドとは顧客の頭の中にできる強い存在感である。そして強いブランドは，安定的な
利益をもたらしてくれるというメリットがある。そしてこれは企業側の適切な管理や育成によって，
大きくなる可能性も持っている。ブランドは企業にとっての生きている知的財産である。欧米企業に
比べブランドに対する認識が低いと言われた日本企業においても，近年ではブランドをマネジメント
する組織を立ち上げるなど，ブランドに対する関心は確実に高まってきている。
　しかし昨今，短期的な話題づくりのために，ブランド戦略の中の一手法であるコ・ブランド製品を
容易に市場投入するケースを目にする。これは最悪の場合，コ・ブランド製品が失敗するだけでなく，
本体のブランドにまで悪影響を及ぼす可能性を秘めている。本稿では，コ・ブランド戦略の正しい理
解を目的に，その種類やメリット・デメリット，そしてそこに潜むリスクやリスク回避の方法を解説
する。

長 崎 秀 俊＊
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1 ．	はじめに

コ・ブランドとは，２つのブランドが何らか
の形で結び付いたものである。１つの商品に，
２つのブランドが明記されているものと言い換
えることも出来る。これを意図的に創造してい
く活動がコ・ブランド戦略である。巷には，類
似した概念として「ダブル・ブランド」「ブラ
ンド・バンドリング」「ブランド・アライアンス」
などが存在しているが，日本では多くの概念が

ブランド同士で行う共同キャンペーンまでをも
含んで紹介しているケースが見受けられる。
コ・ブランド戦略自体は決して新しい概念では
なく，比較的古くから採用されてきたブランド戦
略の一手法である。米国最大手の菓子材料ブラ
ンドであるベティクロッカー（Betty Crocker）１）

は，1961年新製品のレモン・シフォン・ケーキ
ミックスを開発する際，成功の確率を高めるた
めに，サンキスト社のレモンシロップを使う決
断をした。自社開発のレモンシロップを活用す
るよりコストはかかるが，その方がより顧客の
知覚品質を上げるだろうし，早く信頼を得られ
るであろうことを想定しての対応であった２）。
同様のコ・ブランド戦略は，近年日本でも頻
繁に見られるようになってきた。たとえば，ネ
スレ日本では，キットカット・ブランドと様々
な食材ブランドとのコ・ブランド製品を開発し
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ている。2012年４月現在，ネスレ社のホームペ
ージには食品とのコ・ブランド製品として様々
なものが紹介されている。例えば，「京都の聖
護院八ツ橋キットカット」や「神戸プリン・キ
ットカット」「榮太樓黒みつキットカット」など
である。他にも飲料や調味料とのコ・ブランド
として「伊藤久右衛門　抹茶キットカット」や
「田村屋本店わさびキットカット」そして果物
とのコ・ブランド品として「あまおう苺キット
カット」や「夕張メロン・キットカット」など
10種以上のコ・ブランド製品を提供している３）。
また2007年には，アサヒビールとカゴメが互
いの強みを活かしたトマトカクテルのコ・ブラ
ンド製品を開発して話題になった。現在でもこ
の２社によるコ・ブランド戦略は続いており，
第２，第３の製品を上市し続けている。
市場に類似商品が溢れるようになっている現
代において，コ・ブランド戦略は企業にとって
差別化がはかりやすい戦略なのである。

2 ．			コ・ブランド戦略を採用するメリ
ット・デメリット

では，企業がコ・ブランド戦略を導入するメ
リットとは何なのだろうか？実はそこには，他
の戦略ではなかなか得られない５つのメリット
（表１参照）が存在している。

表１　コ・ブランド戦略採用の５つのメリット

① ユニークな個性の醸成
② 専門性イメージの強化
③ 新製品開発にかかる時間やコストの削減
④ 流通での取り扱い可能性の増加
⑤ 新規顧客吸引の可能性増加

１つ目のメリットとして，コ・ブランドした
製品にはユニークな個性が生まれることがあげ
られる。もともとは別々のブランドであるもの
が，１つのブランドになることによって，２つ
のイメージがミックスしたそれまでにない製品

に対する知覚が生まれるのである。
また２つの目のメリットとして，２つのブラ
ンドが一緒になることで，専門性イメージが高
まることがあげられる。キットカットが単なる
抹茶味を出すよりも，伊藤久右衛門の抹茶を使
用することで，抹茶味キットカットの菓子とし
ての専門性は高まるのである。
３つ目のメリットとして，提携先ブランドの

価値を活用することで，同様のものを自社で作
り上げるコストや時間が節約できることがあげ
られる。前掲のキットカットであれば，自社で
“ネスカフェ”と並ぶような「緑茶」ブランド
を育成してから，キットカットとコ・ブランド
していたのでは，製品開発までに膨大な時間と
コストがかかってしまう。既にブランド価値を
確立している“伊藤久右衛門”ブランドの抹茶
を採用したほうが経済的なのである。
４つ目のメリットとしては，流通で取り扱わ

れる可能性を高めてくれることがあげられる。
特に日本の流通では，新しいもの好きの国民性
に合わせ，商品棚を新鮮に見せることを好む傾
向がある。そのためにも，このようなコ・ブラ
ンド製品は，売り場を活性化させる商材として
歓迎される傾向がある。当該商品が雑誌やブロ
グ等で取り上げられれば，それを目当てに客が
訪れることにもなり，顧客吸引のきっかけにな
る可能性も大きい。
最後のメリットは，これまでと異なる客層を

呼び寄せる可能性を秘めていることがあげられ
る。コ・ブランド製品は，自社のロイヤルカス
タマーのほかに，コ・ブランド先のカスタマー
も注目する。コ・ブランドの提携先が，意外な
組み合わせであればあるほど，これまでの自社
顧客とは異なる層の顧客の目にも触れる機会が
増えることになる。先のキットカットの例で言
えば，これまで同製品を食べたことがない大人
でも，伊藤久右衛門を贔屓にしている顧客にと
ってはコ・ブランドの抹茶味キットカットに興
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味を注がれることは想像に難くないことであ
る。逆に，これまで“伊藤久右衛門”ブランド
を知らなかった若者にとっても，その名前は記
憶に刻まれることになる。すぐに顧客になる可
能性は低いかもしれないが，将来の潜在顧客に
はなりうるのである。
他のコ・ブランド・キットカットに関しても
同様である。単なるキットカットのわさび味や
とうがらし味ではなく，コ・ブランドされてい
る先は，明治８年からわさび漬けをつくり続け
ている「田丸屋本店のわさび」であり，江戸時
代から愛され続けている「八幡屋礒五郎の一味」
なのである。また，これらの商品には新規性と
希少性という価値が存在している。通常はキッ
トカットも食べないし，伊藤久右衛門のお茶も
飲まないというタイプの顧客でも，両方が合わ
さればその味を試してみたいというイノベータ
ー層は必ず存在している。これらも，コ・ブラ
ンド企業にとっては新しい顧客なのである。
しかしながら，コ・ブランド戦略の採用には

デメリットも存在している。
デメリットの１つ目は，コ・ブランド製品が
他社との協業で行われるため，自社でのコント
ロールが効きにくくなるというリスクが存在す
ることである。コ・ブランド製品を出したのだ
が，「思っていたよりも売れなかった」また「想
定外のネガティブなイメージが発生した」など
が起こっても，自社の判断だけで簡単に撤退は
できないのである。
２つ目のデメリットは，２つのブランドを組
み合わせることで，意図しないイメージが醸成
される可能性もあるということである。１つ１
つのブランドには何も問題がないにしても，２
つが１つの製品になることで，知覚の不適合が
おこれば，結果的に顧客の品質イメージが下が
ってしまうことも考えられる。
最後のデメリットは，過剰なパフォーマンス

欲求とのギャップ発生の可能性である。往々に

してコ・ブランド製品は注目を浴びることが多
く，事前に顧客の期待値が高まってしまうこと
がある。結果的にコ・ブランド製品のパフォー
マンスが，顧客が期待したところまでいかない
と，両ブランドに対しネガティブなイメージが
発生してしまう可能性もあるのである。
コ・ブランド戦略の採用は，市場に新しい刺
激をもたらす可能性が高いが，同時に自社のコ
ントロールが効きにくくなり，意図しないイメ
ージが一人歩きしてしまうリスクも伴うことを
理解しておく必要もある。

3 ．	コ・ブランド戦略のタイプ

コ・ブランド戦略には３つのタイプ（図１参
照）が存在している。成分ブランドと技術ブラ
ンドそして，結合ブランドである。そしてそれ
ぞれのタイプに特長が存在している。

3．1　成分ブランド

成分ブランドとは，１つの製品の中にもう一
方のブランドが原材料として組み込まれた形の
ブランドのことである。顧客はコ・ブランド製
品を購入する際，この成分ブランドを品質のシ
グナルとして知覚することが多く，購買時のド
ライバー（駆動要因）になる可能性が高い。
具体例として，アイスクリームメーカーがフ

レーバーとしてクッキー＆クリームを発売する
際に，あえてナビスコ社のオレオを使用するこ
となどにみられる。日本においても，サーティ
ーワン・アイスクリームが2009年に，オレオ入

図１　３つのコ・ブランド戦略

コ・ブランド戦略のタイプ
成分ブランド 
技術ブランド 
結合ブランド 
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りのアイスクリームを発売している。この場合
には，オレオのクッキーがサーティーワン・ア
イスクリーム自体の成分になっている。
米国では，これまでにも沢山の成分ブランド

が生まれている。ベビーフードメーカーのガー
バー社（現在はスイスのネスレ社が所有）は，
成分ブランドとしてチキータ社のバナナを採用
した製品を発売していた。また，前述のベティ
クロッカー・ブランドがチョコレートケーキミ
ックス粉を発売しようとした際に，ハーシー社
のチョコレートシロップを採用し，コ・ブラン
ド製品として市場に投入している。
また焦げ付かないフライパンで有名なテフロ

ンも成分ブランドの１つである。デュポン社の
テフロン材がフライパンの表面コーティングの
素材として塗布されているものである。この場
合，“テフロン”がフライパンの成分ブランド
として使用されていることになる。“テフロン”
とは，世界最大級の化学メーカー米国デュポン
社が1946年から提供しているフッ素樹脂の成分
ブランド名称である。物性としての正式名称は，
ポリテトラフルオロエチレンであるが，一般に
は“テフロン”というブランド名の方がはるか
に浸透している。特性として食品や油などによ
る浸食に優れ，摩擦が小さいことから食品の焦
げ付きを防ぐ役割として，フライパンなどに採
用されることが多い。「テフロン＝焦げ付かな
いフライパンの名称」と認識している人もいる
だろうが，実は“テフロン”とは表面に塗装さ
れた成分のブランド名称なのである。これが，
フライパンのブランドと一緒に訴求されること
で，コ・ブランド製品となる。現在では，耐熱
性，耐薬品性，摩擦係数が非常に小さい特性を
活かし，生産財として粘着テープや剥離材，断
熱材，絶縁材などにも広く採用されている。
また，洋服の機能素材としても知られている

“ゴアテックス”も成分ブランドのひとつの形
態である。“ゴアテックス”とは，米国WLゴ

ア＆アソシエイツ社が提供している防水浸湿素
材の成分ブランド名称である。体内から発散さ
れる汗などは外に通すが，外部からの雨などを
内側に浸透させない特長を活かし，レインウェ
アやテント製品などに使用されている。材質と
しては，特殊加工したフィルムとポリウレタン
ポリマーを複合化してつくられている。ゴアテ
ックスは，スポーツ用品メーカーやアパレルメ
ーカー，アウトドア用品，シューズメーカーな
どの製品内に成分ブランドとして使用されてい
る。現在，日本のゴアテックスホームページに
は，彼らが成分ブランドとして“ゴアテックス”
を提供している企業が約80社近く紹介されてい
る。そこには，アディダスやゴールドウィン，
パタゴニア，リーガル，ニューヨーカーなどそ
うそうたるブランドが顔を揃えている。製品自
体の特性を活かして，今では医療分野やエレク
トロニクス分野においても様々な製品を提供し
ている。

3．2　技術ブランド

技術ブランドとは，企業の持つ特異技術やノ
ウハウをブランド化したものである。多くの人
が知っている技術ブランドといえば，“インテ
ル”だろう。世界１位の米国半導体メーカーで
あるインテル社が提供するプロセッサーが他社
メーカーパソコンの中の１つの技術として機能
する例である。1968年創業のインテル社は，競
合のAMD社と激しい競争を繰り広げていた。
1991年５月，同社はこの状態から脱却すべく
１億ドルをかけて自社ブランドをパソコンの最
終ユーザーに知らしめる「インテル・インサイ
ド」キャンペーンを開始した。これはインテル
製プロセッサーを採用しているパートナー企業
が，製品購入ごとに代金の６％をリベートとし
て受け取る仕組みであった。そのリベートは積
み立てられ，パートナー企業の広告費の最大50
％までがそこから支払われることを許可するも
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のであった。但し，広告に「インテル・インサ
イド」のキャンペーンロゴを表記することが条
件であった。マイクロプロセッサー自体がパソ
コンの能力を決める部位だったことから，消費
者が購買時にマイクロプロセッサーのブランド
を確認するようになり，このキャンペーンは大
成功を収める。インテル社製のマイクロプロセ
ッサーがIBMやHP，SONY，東芝のパソコン
に採用され，「インテル・インサイド」のロゴ
が付されたパソコンが店頭に溢れることとなっ
た。インテル社の技術の固まりである一部品が，
パソコンメーカーの技術ブランドになった例で
ある。当時“インテル”は企業を表すコーポレ
ートブランドでもあった。しかしその後，イン
テル社では個別製品ごとにプロダクトブランド
を付与する戦略に変換していく。1993年には第
五世代となるプロセッサーとして“ペンティア
ム”を投入した。1995年には第六世代プロセッ
サー“ペンティアム・プロ”を，1997年には動
画や音楽などのマルチメディア対応プロセッサ
ーとして“ペンティアムⅡ”を，1998年には低
価格パソコン向けの“セレロン”など，次々に
技術ブランドを投入していった。このような甲
斐があり，同じクロック周波数のAMD社製マ
イクロプロセッサーを搭載した，同仕様のパソ
コン価格に10％近い差が生じたとの報告もされ
ている４）。技術ブランドが顧客の製品選びの参
考になり，知覚品質を高める働きをしたという
証でもある。
また，映画館などで見かける“ドルビー”も
良く知られた技術ブランドの一例である。そも
そも“ドルビー”とは，音を再生するときに，
聞き手を包むような臨場感を生む技術の名称で
ある。“ドルビー”は映画の中で音声とともに
使用されており，映画上映における技術ブラン
ドとしてコ・ブランドになりえた例である。
1971年のスタンリー・キューブリックの監督作
品「時計じかけのオレンジ」で使用されて以来，

映画のエンドロールクレジットにブランドシン
ボルが記載されるようになったことから広く知
られるようになっていった。

3．3　結合ブランド

結合ブランドとは，一方が他方の製品の成分
になったり，技術として組み込まれるのではな
いコ・ブランドの状態を示すものである。
例えば，1983年に，米自動車メーカーである
フォード社が米アウトドアファッションメーカ
ーであるエディー・バウワー社とコ・ブランド
したケースが，比較的早い時期における成功事
例として知られている。フォード社は自社の
SUV（スポーツ・ユーティリティ・ビィークル）
“エクスプローラー”の内装を“エディー・バ
ウワー”仕様にした商品を開発し，市場に投入
した。このコ・ブランド戦略は成功を収め，両
社の関係は20年間も続き，販売台数は合計で
100万台を突破することとなった５）。この例の
場合，“エディー・バウワー”の本来の製品で
ある洋服やバッグが“エクスプローラー”とい
う自動車の成分として直接使用された訳ではな
い。また，自動車内の何かを動かす技術として
活用された訳でもない。両社の開発担当者やデ
ザイナーが一緒になって，車の外装や内装に“エ
ディー・バウワー”の世界観を取り込みながら，
ひとつの結合体としての車をつくりあげていっ
たことになる。結合ブランドは，成分や技術と
いったハード面ではなく，デザインやアイデア
といったソフト面で２つのブランドを融合させ
ることで生み出される場合が多い。
新しい例でいえば，昨年９月イタリアの自動
車メーカーであるフィアット社がユニークな車
を販売したことが思い起こされる。車の外装と
内装に特徴的な深みのあるグリーンと赤の線が
入っている。実はこれは，“フィアット”と“グ
ッチ”という世界に誇るイタリアブランドによ
るコ・ブランド戦略であった。今回，イタリア
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統一150周年とグッチ社創設90周年を記念し，
“グッチ“のクリエイティブデザイナーが特別
に監修した車である。車のフロントマスク部分
には当然“FIAT”のエンブレムが添えられて
いるが，後部ナンバープレート横やホイールの
センターキャップそして座席のヘッドレスト部
分には“GUCCI”のロゴが刻まれている。“グ
ッチ”はファッションブランドであり，洋服や
バッグ，靴などは手がけているがもちろん車は
手がけていない。今回の車も，内装に“グッチ”
の製品が成分や技術として使われている訳では
ない。但し，デザイナーの感性が反映された車
であり，車にはその証である“GUCCI”のブ
ランドシンボルも付与されている。イタリアや
イタリア製品が好きな消費者からすれば，非常
に魅力的な商品にうつるであろうことは想像に
かたくない。
今年４月にも，イタリアブランドによる結合

ブランドが誕生していた。それはファッション
ブランドのディーゼル社とバイクメーカーのド
ゥカティ社の２ブランドによるコ・ブランド戦
略であった。発売したのは，“ドゥカティ”の
代表的なモデルである「モンスター1000EVO」
をベースにした特別仕様のバイク「モンスタ
ー・ディーゼル」。そして，“ドゥカティ”に乗
るバイカーをイメージしたメンズウェアライン
として，ライダースジャケットやスウェット，
デニムなどを上市している。これらの全てのア
イテムには“DIESEL”と“DUCATI”の両ブ
ランドロゴがしっかりとあしらわれている。
この結合ブランドにおいても，ファッション
ブランドにドゥカティの成分や技術が活かされ
ている訳でもなく，逆に“ドゥカティ”のバイ
クに“ディーゼル”の成分や技術が活かされて
いる訳ではない。しかし，結果的に２つのブラ
ンドのエッセンスが融合した製品が生み出され
ており，その証として２つのブランドシンボル
が記されている。これが顧客の知覚に新たな働

きかけを行うのである。
また昨年は，スポーツメーカーと飲料メーカ

ーによるユニークな結合ブランドも行われてい
た。スポーツメーカーとはアディダス社であり，
飲料メーカーとは日本コカコーラ社であった。
両社の共通点は，自社の製品でアスリートをサ
ポートしているという点である。アディダス社
は世界最大級のスポーツメーカーであるが，コ
カコーラ社もアクエリアスというスポーツ飲料
を提供し，古くからアスリートを支えている。
両者がコ・ブランド商品開発に際し着目した
のは「スポーツ後の疲労」という視点であった。
両者は互いのこのスポーツ後の疲労除去のため
の知見を持ち寄り，結合ブランドによる新製品
の共同開発を行った。その結果生まれたコ・ブ
ランド商品が，2010年の３月８日に日本コカコ
ーラ社から発売された「アクエリアス・プロ・
リカバリーショット」であった。商品名にこそ
「アディダス」の文字は見られないが，商品パ
ッケージ中央の最も目立つ場所には堂々と
“adidas”のブランドシンボルが黒字に白抜き
のはっきりしたコントラストで添えられてい
る。パッケージ上部には，“AQUARIUS”のシ
ンボルも配置されているが，コンビニエンスス
トアなどの冷蔵ケースで初めて見かけた場合，
「スポーツメーカーのアディダスが飲料を？」
との印象を与えることになった。この商品に関
しても飲料のなかに“アディダス”の成分が入
っているわけでもなく，技術が使われているわ
けでもない。しかし，顧客から見れば１つの飲
料製品の中に２つのブランドシンボルが同居し
ており，新たな知覚を醸成することになるので
ある。
以上３つのコ・ブランド戦略をみてきたが，
近年ブランドという概念が広く知れ渡るにつ
れ，コ・ブランド戦略に対する勘違いも多く見
られるようになってきた。例えば，２社のブラ
ンドによる共同プロモーションのようなもの
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だ。ポスターや広告物には，たしかに２つのブ
ランドシンボルが２つ並ぶことになるが，製品
に一方のブランドが成分や技術として活かされ
るわけではなく，一方のデザインと他方の製品
の融合が行われるわけでもない。コミュニケー
ションの場においてのみ２ブランドを一緒に露
出するというものである。最近の事例としては，
ANAとルフトハンザドイツ航空の共同プロモ
ーションなどがあげられる。これは2012年３月
から告知が始まったものであるが，共同事業開
始にともない始められた共同プロモーションで
ある。具体的な事業としては，「共同運賃の設定」
や「キャンペーンサイトの共同運営」などがあ
げられている。消費者からすると，予約する場
合にはこれまでどおり，どちらかの航空会社の
サイトに行き予約をし，どちらかの航空会社の
飛行機に乗る，という具合である。消費者が使
用するサービス自体は，共同プロモーションを
行う前と同じであり，新たな知覚品質を生み出
すわけではないところが，コ・ブランド戦略と
は異なるところである。

4 ．			コ・ブランド戦略を成功に導くポ
イント

コ・ブランド戦略を成功に導くためには，気
をつけるべきいくつかのポイントがある。
まずは，互いのブランド同士が価値を持って

いることがあげられる。一方にブランドとして
の価値が全くない場合，それはコ・ブランドと
いうより単独ブランドの力で販売されるような
ものだからだ。その点，単独でも価値をもつブ
ランド同士が一緒になることで，１＋１が２以
上の力になるのである。
２つ目の視点は，２つのブランドが結合した

場合に顧客の知覚適合が行われることである。
そして３つ目の視点として，出来れば２つの
ブランドを組み合わせることによって互いの弱
点を補強し，強みを最大化する提携先を見つけ

ることである。
先の例で考えると，「フォード・エクスプロ
ーラー・エディー・バウワー仕様」は非常に上
手い組み合わせであったことが分かる。もとも
とフォード社は小型車ではなくSUVなどの大
型車で評判を築いていた。またエディ・バウワ
ー社も1920年に米国シアトルで生まれてから，
品質の良いアウトドアファッションを作り続
け，評判を確立していた。コ・ブランドを行う
時点で，互いのブランドが既に価値を保有して
いたのである。また，自動車の中でもSUVとい
うアウトドアに強いイメージの“エクスプロー
ラー”と，アウトドアファッションに定評のあ
る“エディー・バウワー”とでは，アウトドア
という同じフィールドの別カテゴリーで戦う同
士であるため，顧客による知覚適合がスムーズ
に進んだことは想像に難くない。
これが，ブランドの価値は既に持っているも
ののアウトドアのイメージから程遠いファッシ
ョンブランドとのコ・ブランドであればどうな
っていただろうか。話題のブランド同士の組み
合わせということで一時的には評判になったと
しても，商品として専門性を高めるイメージが
醸成できたかどうか疑問である。ファッション
ブランドとしては定評があるアルマーニやベネ
トンとのコ・ブランドも可能であっただろう
が，両ブランドを合わせた以上の知覚を生むこ
とにはならなかったであろう。そのようなコ・
ブランド車につく評判としては，「イタリアの
ファッションメーカーが手がけたおしゃれな内
装のSUV」で終わってしまったであろう。しか
し，アウトドアファッションで評判であったエ
ディー・バウワー社と組むことで，高機能SUV
車に，アウトドア製品をおしゃれにデザインす
る専門家が，機能美のような形で内装を手がけ
るのだろう，という期待感を生むことになった
のである。これが１＋１が２以上のポジティブ
なイメージを生む例なのである。そういう意味
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では，女性に人気のある小型車“フィアット”
とファッションブランドの“グッチ”，そして
男性的イメージの強いオートバイ“ドゥカティ”
とファッションブランドの“ディーゼル”の組
み合わせも，互いに既に価値があり，且つ知覚
適合の起こりやすい組み合わせであった。そし
てなによりも，これら全てがイタリアブランド
というところにも，ファンの心理をくすぐる上
手い組み合わせが実現されている。
前掲した“ゴアテックス”をみてみよう。現
在彼らのホームページには“ゴアテックス”を
採用している，コ・ブランドしているブランド
が80近く掲載されている。その中を見ると，“ゴ
アテックス”と組むことで１＋１が３になりそ
うなものから，１＋１が５ぐらいにまでになり
そうなものが含まれている。例えば，アディダ
スやアシックス，ミズノ，サロモンといった数々
のプロアスリートと契約し，ウェアやグッズを
提供しているブランドとのコ・ブランドを行う
ことで，間接的にプロアスリートが求める高い
品質欲求に応えているブランドとしてゴアテッ
クスが知覚されることになる。また本格的アウ
トドア製品を製造しているパタゴニアやモンベ
ルとコ・ブランドを行うことで“ゴアテックス”
の信頼性も高まっていくのである。これがコ・
ブランド戦略を上手に実行していく秘訣なので
ある。

5 ．	コ・ブランド戦略に潜むリスク

では，コ・ブランド戦略を成功に導く３つの
視点を持っていれば，コ・ブランド戦略は必ず
上手くいくのだろうか。実はそれでもまだ十分
ではない。デメリットとして前掲したように，
コ・ブランド戦略の難しさは自社ではコントロ
ールが難しい部分を含んで管理していくところ
にある。
本章では，コ・ブランド戦略が企業側の思惑

どうりに進まなかった事例としてダイムラー・

クライスラー社（現ダイムラー社）とスウォッ
チ社のコ・ブランド戦略事例を通して，そこに
潜むリスクと，それを回避するためのチェック
ポイントについてまとめた。
スウォッチ社は，日本メーカーによるクォー

ツ時計による市場拡大の流れを止めるため，
1983年に時計王国スイスで設立された会社であ
る。日本製時計メーカーが機能には優れていた
が，情緒的な部分が弱いところに目をつけ，時
計をファッションとして扱い，後発ながら世界
市場にファッショナブルな腕時計ブームを巻き
起こした。時計としてはシンプルな構造で，手
頃な価格での提供。そしてファッションメーカ
ーさながら，年に２回の新作を発表し続けるな
ど奇抜な戦略が当時の若者の心を捉えた。スウ
ォッチ社は設立当初から世界に「新しい時計」
を普及させることを念頭においていた。社名の
スウォッチも新しい時計を意味する「Second 
Watch」を短くし，スウォッチとしている。そ
のスウォッチ社が出した新しいコンパクトカー
が「スマート」であった。この自動車は非常に
小さく，コンパクトな二人乗りの小型車であっ
た。本来スウォッチ社は時計メーカーであり自
動車メーカーではない。そこで自動車産業に参
入するに際して彼らが選んだコ・ブランドのパ
ートナーがダイムラー・クライスラー社（現ダ
イムラー社，以下「ダイムラー社）という）で
あった。当初彼らは小型車が得意な同じドイツ
のフォルクスワーゲン社に依頼したが最終的に
合意に至らず，コ・ブランドを行う矛先をダイ
ムラー社に変えたのであった。スウォッチ社側
がダイムラー社側に求めたイメージは，彼らの
代表ブランドである“メルセデス・ベンツ”が
持つ「車としての安全性」であった。反面ダイ
ムラー社側がスウォッチ社に求めたのは，それ
まで自社が出していなかったコンパクトカーと
いうカテゴリーにおける「コンパクトでファッ
ショナブル」なイメージであった。両社は1994
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年に共同会社を設立。翌1995年にはコンセプト
モデルである「スウォッチカー」を発売した。
その後1997年には「スマート」ブランドの車の
生産を開始した。
しかし，このコ・ブランドが発表された当初
は，様々な報道がなされた。「何故，時計メー
カーが自動車をつくる必要があるのか？」「ダ
イムラー社がおもちゃのような車を出せば，プ
レミアムイメージを大切にする富裕層顧客が離
れていくだろう」などである。この両社のユニ
ークなコ・ブランド戦略の結果は，設立以来10
年以上に亘り赤字を記録することになってしま
った。そしてその後，スウォッチ社は自動車経
営から完全に撤退。ダイムラー社も自社事業か
らは切り離し，独自に運営をさせている。“メ
ルセデス･ベンツ”というプレミアムカーへの，
ネガティブなイメージの波及効果を逓減させる
ためだと言われている。結果的に，スウォッチ
社は廉価版の時計のスペシャリストであり車の
専門家ではない，そしてダイムラー社は，どっ
しりとした広いボディと上質な内装のなかで乗
る車のメーカーである，というイメージを破る
ことはできなかった。
このケースから学べることは，コ・ブランド
前の各ブランドの価値が高くても，両ブランド
を結び付けた時の価値が必ずしも倍になるわけ
ではない，むしろ価値を逓減させる可能性もあ
るということである。ブランドとは，顧客の頭
の中にできる存在感である。だからこそ，ブラ
ンドは知的な財産なのである。コ・ブランド以
前の“スウォッチ”と“メルセデス･ベンツ”
の各ブランドはそれぞれのカテゴリーで，顧客
から高い知覚品質を獲得していた。ダイムラー
社の“メルセデス･ベンツ”はプレミアムカー
として，そして“スウォッチ”はファッショナ
ブルで若々しい腕時計としてである。しかし，
この両ブランドが１つになることで，想定し得
なかった知覚品質が生まれることとなった。ベ

ンツが持っていたのが，ドイツの職人がつくっ
た高品質イメージであり，価格的なプレミアム
イメージ，そして成功したビジネスマンが所有
するパーソナリティイメージであった。反面ス
ウォッチが持っていたのが，若者向け，ファッ
ショナブル，気軽，親しみやすい，といったイ
メージであった。これら２つのブランドが１つ
になった瞬間，目指すべきベクトルが曖昧にな
った。両社が狙った，時代の最先端をいく，フ
ァッショナブルで，洗練されたプレミアムなコ
ンパクトカーのイメージは結果的に醸成されな
かったのである。この獲得したかったイメージ
は，両ブランドのいいとこ取りをしたものであ
った。しかし現実的には，事前にマスコミが騒
ぎ立てたような知覚しか醸成されなかったので
ある。
この結果に対してマスコミは，高級車が小型
車へブランド拡張しようとしたこと自体が間違
いだとも報じた。しかし，その指摘は必ずしも
正しくない。小型車イコール全てチープという
イメージは間違っている。それはBMWグルー
プの下，プレミアム・コンパクトカーとして復
活したMINIブランドを見れば分かる。英ロー
バー社のもとで経営破綻を経験し，BMWに売
られたMINIであるが，BMWのもと既存のやん
ちゃなブランドパーソナリティは存続させつ
つ，時代に合わせたデザインや機能，そしてロ
ールスロイスを含むBMWグループ内での最先
端技術の導入の結果，見事なブランド復活を成
し遂げている。2006年に米国で行われた自動車
の「発売３ヵ月後の残存価値ランキング」６）で
見事に１位を獲得している。これは新車から中
古車になっても，最も価値が下がりにくいブラ
ンドという評価であり，リ・セルバリュー（一
度購入したものを販売する際の，再販価値）が
高いことを意味している。当然，エンジンの大
きさや馬力，収容人数などの面から，ベンツや
BMW，レクサスと同じ価格帯での提供ではな
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い。しかし，それは仕様による本来の差異であ
る。小型車のカテゴリーでは明らかにプレミア
ムブランドになり得ている。ダイムラー社とス
ウォッチ社のコ・ブランド戦略が思うような成
果をあげられなかったのは，決して小型車カテ
ゴリーに参入したからではなく，顧客の知覚に
適合しない組み合わせだったからだと言える。
このケースから指摘できるもうひとつのこと

は，コ・ブランド製品を市場投入した後のブラ
ンドイメージをマネジメントすることの重要性
である。コ・ブランド製品投入後もスウォッチ
社は様々なプロモーショナルグッズを制作，販
売し続けていた。“スウォッチ”ブランドの衣
服や鞄，サングラス，ポケットベルなどまでを
次々に市場へ投入していた。こうすることで，
“スウォッチ”のイメージはより，ファッショ
ナブルで気軽なイメージが形成されつつあった
が，同時に本来の時計メーカーとしてのイメー
ジが希薄化することを意味していた。それは，
間接的に彼らの車にも反映してしまったのであ
る。これはひと昔前の“アーノルド・パーマー”
ブランドに見られた現象に似ている。当初は人
気のプロゴルファーの名称でゴルフ周りのファ
ッション製品などを提供していた。しかし徐々
に製品ラインが広がり，最後はチープなＴシャ
ツやボールペン，アクセサリー，スリッパなど
へもライセンス供与を行い，トレードマークで
あった傘のマークを巷に溢れさせていった。そ
のうちイメージは非常にチープなファッション
ブランドと化し，当初のゴルフのプロフェッシ
ョナルが選ぶブランドという価値は完全に崩壊
してしまった。近年ようやく軌道修正を行い，
新たなブランドとして復活しつつある。
この問題の複雑なところは，提携先のブラン
ドのイメージまではなかなか適切にコントロー
ルできないところにある。このケースにおいて
もダイムラー社が直接スウォッチ社の独自ビジ
ネス部分に介入して，プロモーションの方向変

更を強制させることは出来なかった。しかし，
時間が経つにつれ，スウォッチ社の専門性が希
薄化したイメージがスウォッチ社に反映され，
それがまた間接的に“メルセデス･ベンツ”の
イメージへ跳ね返ってしまった可能性も大きい
のである。重要なのは，コ・ブランドした製品
自体だけでなく，そのイメージの源泉になる各
ブランドのイメージ自体のマネジメントもきち
んと行うことである。（図２参照）但し，これ
は会社の組織としての舵取りの問題も含むため，
非常に困難を伴うことが多いのも事実である。
もしも，スウォッチ社が日本のダイハツ社と組
んでいたら，ダイムラー社がロレックス社と組
んでいたらそこまでの心配は無用だったかもし
れないが，今となっては想像の世界でしかない。

6 ．	おわりに

ブランドとは，顧客の頭の中に出来る強い存
在感である。企業が構築したこの強い存在感は，
自社ブランドへの選好を顧客に生み，このよう
な顧客は競合ブランドを検討に入れず，何度も
買い続けてくれる。これは企業側に安定した利
益をもたらし，価格競争を避け，もしくはプレ
ミアム価格を獲得する可能性を開き，安定した
利益を企業にもたらすことを意味している。こ
れこそまさに企業側にとっての知的なる財産で
ある。現代のように情報過多の社会の中におい
ては，あらゆる製品が機能的差別性を生みにく
く，そして顧客側も認識しづらくなっている。
昔と違い「良い製品をつくる」だけでは十分で
はなく，「良いと思ってもらえる製品をつくる」

図２　コ・ブランド製品と本体ブランドの関係性

提 携 先
ブランド

自 社
ブランド

コ・ブラ
ンド
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ことが重要な条件になりつつある。ブランド戦
略の本質と難しさがここにある。製品自体とそ
こに貼り付けるべきイメージを同時に高いレベ
ルでマネジメントしていく必要があるからだ。
特に日本では古くから少数の財閥系企業があら
ゆるカテゴリーの製品やサービスを提供してい
た。銀行，自動車，家電，百貨店までがどこか
の財閥グループ企業により提供されていた。当
時の日本企業の関心事は，個別の企業ブランド
やプロダクトブランドを育成することよりも，
財閥系のグループブランドを守ることに重きが
置かれていた。
同じ時代，市場の異なる欧米では自社の事業
や個別ブランドを売ったり，買ったりというこ
とが頻繁に行われていた。この経験は，結果的
にいつでも自社ブランドを高く売れる状態にし
ておく能力を高めることになっていった。これ
が欧米企業がブランドの育成やマネジメントに
長けている背景である。日本企業には，この経
験が乏しい。

1990年に入り，ブランドというパラダイムが
日本にも浸透し始め，多くの企業がブランドを
扱う組織を設け始めた。しかし，本当の意味で
のブランドのマネジメントがきちんと出来てい
る企業はまだまだ少数である。日本では，将来
のためにブランドを育成していくという発想よ
りも，あるものは出来るだけ活用するという発
想の方が強いように見受けられる。たまたま自
社に強いブランドがあった場合，多くの日本企
業はこの名前をあらゆるところに露出させ，そ
の認知度を活用して明日の売上を上げようとす
る。これは短期的には企業に売上をもたらすが，
結果的に本来ブランドが持っていた既得価値を
希薄化させ，将来生むべき利益を瞬く間に刈り
取ってしまうことになる。これはある意味，会
社の知的財産を逓減させる行為でもあるが，実
利として短期的な売上があがるため，なかなか
社内から指摘することが難しいのも事実である。

今回紹介したコ・ブランド戦略にも同様のこ
とがいえる。コ・ブランド戦略においては，自
社ブランドの管理のみならず，他社との共同開
発を行ったブランド，そしてそのもとにある提
携先の他社ブランドまでを見ての判断が重要に
なる。コ・ブランド戦略にはこのような管理の
難しさがある反面，前掲したようなメリットを
企業にもたらすことも事実なのである。
コ・ブランド戦略は，ひとたび実行に移ると，
１社のみの判断だけで簡単に撤退を決断するよ
うなことができない。大切なのは，他社ブラン
ドの知名度などに惑わされず，ターゲット顧客
の頭の中で最適な知覚適合を発生させるような
コ・ブランド先を探し出すこと，そして，コ・
ブランド製品を市場に投入した後も引き続き顧
客が抱くイメージのモニタリングを行うこと。
そして，何か変調が確認された時の対応方法，
責任部署，万が一撤退を決断する時の基準など
を，提携先と事前にきちんと確認しあうことで，
コ・ブランド戦略実施に伴うリスクをかなり回
避することができる。
短期的な集客だけをあてにした容易なコ・ブ

ランド戦略の実施は，最悪の場合本体ブランド
にまで悪影響を与える可能性があることを踏ま
え，慎重に取り組むべきテーマなのである。

注　記

 1） ベティクロッカー（Betty Crocker）は米国最大
手の製粉メーカーであるゼネラルミルズ
（General Mills）社の主力ブランド。ケーキやド
ーナツ，クッキーの材料などを幅広く手がけて
いる。

  http://www.bettycrocker.com/（Web参照日2012
年５月10日）

 2） ケビン・レーン・ケラー著　恩蔵直人・亀井昭
宏訳「戦略的ブランドマネジメント」東急エー
ジェンシー出版　322頁

 3） ネスレ日本　キットカットHP
  http://nestle.jp/brand/kit/product/（Web参照

日2012年５月10日）
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 4） デービッド・Ａ・アーカー著　阿久津聡訳「ブラン
ド・ポートフォリオ戦略」ダイヤモンド社　220頁

 5） デービッド・Ａ・アーカー著　阿久津聡訳「ブラン

ド・ポートフォリオ戦略」ダイヤモンド社　202頁
 6） 日経オンラインビジネス　206年７月４日「堕ち

たフォードとGMのブランド価値」

（原稿受領日　2012年５月15日）
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